
【　概　要　】
□「実質赤字比率」及び「連結実質赤字比率」は、いずれも黒字となり早期健全化基準を
　下回りました。
□「実質公債費比率」は、これまでの財政健全化の取り組み等の結果、対前年度比1．２
　ポイント減少しました。
□「将来負担比率」は、町債残高の着実な減少や基金等の充当可能財源の確保により、発
　生しませんでした。
□「資金不足比率」は、赤字となった公営企業はありませんでした。
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※将来負担額の内容
 ・町債  :4,614百万円

 ・公営企業:1,074百万円

 ・組合負担:96百万円
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計(5会計)について、
資金不足は発生してお
りません。
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